
1 

２００７年１１月  
 

彩彩のの国国経経済済のの動動きき   
――埼埼玉玉県県経経済済動動向向調調査査――   

１ 経済の概況  

  ◎ 埼玉県経済   

 

 　８月の鉱工業生産指数は、１００．５（季節調整済値、２０００年＝１００）で、前月比＋４．４％と２か月連
続で上昇した。前年同月比は＋６．１％と２か月連続で前年水準を上回った。
　生産は緩やかな上昇傾向にある。

生産
緩やかな上昇傾向

雇用
改善が続いている

　９月の有効求人倍率（季節調整値）は１．０３倍で前月比▲０．０１Ｐとなったものの、６か月連続で１倍を超
えた。完全失業率（南関東）は３．６％と７か月連続で前年実績を下回った。
　県内の雇用情勢は改善が続いている。

物価
緩やかながら上昇傾向

　９月の消費者物価指数（さいたま市）は、１００．６で前月比▲０．１％と３か月ぶりに低下した。前年同月
比は＋０．２％と４か月ぶりに上昇した。
　消費者物価は緩やかながら上昇傾向にある。

消費

やや弱い動きがみられるものの、底堅く推移している

　９月の家計消費支出は２８８，１３６円で、前年同月比＋０．６％と３か月連続で前年実績を上回った。
　９月の大型小売店販売額は、店舗調整済（既存店）販売額が前年同月比▲０．９％と３か月連続で減少
した。また店舗調整前（全店）は前年同月比＋２．３％と２か月連続で増加した。
　１０月の新車登録・届出台数は、前年同月比で▲２．４％と１０か月連続で前年を下回った。
　消費はやや弱い動きがみられるものの、底堅く推移している。

住宅 　９月の新設住宅着工戸数は、持家・貸家・分譲の３部門全てで前年同月比減少した。全体では　３，９４４
戸となり、前年同月比▲４０．４％と３か月連続で前年実績を下回った。
　住宅着工は、改正建築基準法施行の影響もありこのところ減少している。

倒産
緩やかな増加傾向

　１０月の企業倒産件数は４７件で、前年同月比＋４２．４％となり、５か月連続で前年を上回った。負債総
額は４８億６百万円となり、前年同月比▲９２．９％と９か月ぶりに前年を下回った。負債総額は９か月ぶり
に前年を下回ったが、倒産件数は５か月連続で前年を上回るなど、緩やかな増加傾向にある。

景況
判断

２期連続で悪化

　埼玉県四半期経営動向調査（１９年７～９月期調査）にて企業経営者の景況判断をみると、景況感DIは
▲４９．３と前期（１９年４～６月期調査）比４．５ポイント低下し、２期連続で悪化した。今後の見通しは、依
然として先行き不透明感が強くなっている。

設備
投資

１９年度上期は増加見込み、通期は増加見通し

　財務省　法人企業景気予測調査（埼玉県分）（１９年７～９月期調査）によると、１９年度上期の設備投資
計画額は、前年同期比２３．７％の増加見込み、下期は同▲１０．８％の減少見通しとなっている。１９年度
通期は、前年比４．３％の増加見通しとなっている。

このところ減少している

 

＜２００７年８月～２００７年１０月の指標を中心に＞  

緩やかな景気の回復に一服感がみられる県経済 
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◎ 日本経済  

 

内閣府「月例経済報告」   ＜２００７年１１月２７日＞

 
（我が国経済の基調判断）  

景気は、このところ一部に弱さがみられるものの、回復して

いる。  

 
・企業収益は改善している。設備投資は、このところ弱い動きがみられる

ものの、基調として増加している。  
 
 ・雇用情勢は、厳しさが残るなかで、このところ改善に足踏みがみられる。

 
・個人消費は、おおむね横ばいとなっている。  
 
・住宅建設は、このところ減少している。  

 
 ・輸出は、増加している。生産は、持ち直している。  
 
 先行きについては、企業部門の好調さが持続し、これが家計部門へ波及し

国内民間需要に支えられた景気回復が続くと見込まれる。一方、サブプライ

ム住宅ローン問題を背景とする金融資本市場の変動や原油価格の動向が内外

経済に与える影響等には留意する必要がある。              

 
（政策の基本的態度）  
 政府は、「経済財政改革の基本方針2007」に基づき、改革への取組を加速
・深化する。  
民間需要主導の持続的な成長を図るとともに、これと両立する安定的な物

価上昇率を定着させるため、政府と日本銀行は、上記基本方針に示されたマ

クロ経済運営に関する基本的視点を共有し、政策運営を行う。  
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２ 県内経済指標の動向  

 ※ 経済指標のうち、「前月比（季節調整値）」は経済活動の上向き、下向きの傾  
   向を示し、「前年同月比（原指数）」は量的水準の変動を示します。 

 

（１） 生産・出荷・在庫動向（鉱工業指数）  

●緩やかな上昇傾向  

 
 

生　産　指　数
（対前年同月比・原指数）
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埼玉県の主要業種　生産指数
（対前年同月比・原指数）
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％ 電気機械 化　学 一般機械 輸送機械

 
 
 

●８月の鉱工業生産指数は、１００．５（季節調整済値、２０００年＝１００）

で、前月比＋４．４％と２か月連続で上昇した。前年同月比は＋６．１％と２

か月連続で上昇した。  
●前月比を業種別でみると、化学工業、輸送機械工業など１９業種中１１業種が

上昇し、電気機械工業、一般機械工業など８業種が低下した。  
  
 生産は、緩やかな上昇傾向にある。  

【生産のウエイト】  

・県の指数は製造工業 (18)と鉱業 (1)

の１９業種に分類されています。

・埼玉県の鉱工業全体に占める業種

別の生産ウエイトは以下の通り。

①化学工業22.3% ⑤ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ 8.5%

②電気機械17.0% ⑥食料品 6.3%

③輸送機械11.3% ⑦金属製品6.0%

④一般機械10.4%  その他  18.2%
（出所：県「鉱工業指数」基準時=2000年）
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出　荷　指　数
（対前年同月比・原指数）
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出所：経済産業省・県「鉱工業指数」

％ 埼玉県 全国
出　荷　指　数
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埼玉県の主要業種　出荷指数
（対前年同月比・原指数）
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【出荷のウエイト】  

・埼玉県の鉱工業全体に占める業種

別の出荷ウエイトは以下の通り。

①輸送機械22.7% ⑤ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ 7.3% 

②電気機械20.1% ⑥食料品 5.3% 

③化学工業14.1% ⑦金属製品4.2% 

④一般機械  9.9%  その他  16.4% 
（出所：県「鉱工業指数」基準時=2000年）

●８月の鉱工業出荷指数は１０３．３（季節調整値、２０００年＝１００）で、前月

比＋３．３％と５か月連続の上昇となった。前年同月比は＋７．３％と４か月連続

の上昇となった。  
●前月比を業種別でみると、輸送機械工業、化学工業など１９業種中８業種が上昇し、

電気機械工業、一般機械工業など１１業種が低下した。  

【鉱工業指数】  
・鉱工業指数は製造業と鉱業の生産・出荷・在庫の動きをフォローする統計です。  

・基準時点（2000年）を１００として指数化したものです。  

・生産指数と出荷指数は、通常景気の山、谷とほぼ同じ動きを示してきたとされており、

景気動向指数の一致系列に入っています。  

・埼玉県の鉱工業生産は、県内総生産の約２割程度となっています。生産活動の動きは、

景気に敏感に反応する性質を持つので、景気観測には欠かせない指標です。  
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在　庫　指　数
（対前年同月比・原指数）
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％ 埼玉県 全国在　庫　指　数
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埼玉県の主要業種　在庫指数

（対前年同月比・原指数）
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●８月の鉱工業在庫指数は、１０３．１（季節調整済値、２０００年＝１００）

となり、前月比▲４．６％と２か月ぶりに低下した。前年同月比は▲７．７％

と１３か月連続で前年水準を下回った。  
●前月比を業種別でみると、一般機械工業、非鉄金属工業など１９業種中７業種

が上昇し、輸送機械工業、電気機械工業など１２業種が低下した。  

【在庫のウエイト】  

・埼玉県の鉱工業全体に占める業種

別の在庫ウエイトは以下の通り。

①電気機械23.3% ⑤金属製品8.0% 

②一般機械16.3% ⑥化学工業5.0% 

③輸送機械11.9% ⑦非鉄金属4.7% 

④ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ 10.1%  その他  20.7% 
（出所：県「鉱工業指数」基準時=2000年）

 【平成15年1月分からの「鉱工業生産指数（２０００年＝１００）」の推移】  
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●９月の新規求人倍率は１．５４

倍で、前月比＋０．０５ポイン

トと２か月連続で上昇した。  
●前年同月比は０．０１ポイント

下回った。  

●９月の完全失業率（南関東）は

３．６％で、前月比０．３ポイ

ント上回った。  
●前年同月比は０．４ポイント下

回った。  

（２）雇用動向  

●改善が続いている  
 

 
 
 
 
 
 

有効求人倍率
（学卒除き・パート含む）
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埼玉県の有効求人
・求職者数推移

65

70

75

80

85

90

95

9月 10
月
11
月
12
月

H1
9年
1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

出所：埼玉労働局「労働市場ニュース」
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新規求人倍率
（学卒除き・パート含む）
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完全失業率
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●９月の有効求人倍率(季節調整値、新規学卒者除きパートタイム労働者含む )は  

１．０３倍（前月比▲０．０１Ｐ）と２か月ぶりの低下となった。  
●有効求職者数は８１，６８３人と２２か月連続で前年実績を下回った。有効求人

数は８２，６４５人と８か月連続で前年実績を下回った。  
有効求人倍率が６か月連続で１倍を超え、完全失業率（南関東）は３．６％（前

年同月比▲０．４Ｐ）となるなど、県内の雇用情勢は改善が続いている。  
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●８月の所定外労働時間（製造

業）は１７．３時間。  
●前年同月比は＋４．４％と３か

月ぶりに前年実績を上回った。

 

●８月の現金給与総額指数  

（２００５年＝１００）は  

８９．８となり、前年同月比＋

２．３％と７か月連続で前年実

績を上回った。  

●８月の常用雇用指数    

（２００５年＝１００）は  

９８．２となり、前年同月比▲

２．５％と９か月連続で前年実

績を下回った。  
 

現金給与総額指数
（調査産業計　対前年同月比）
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所定外労働時間
（製造業　対前年同月比）
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常用雇用指数

（調査産業計　対前年同月比）
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【完全失業率】  
・完全失業率は、労働力人口に占める完全失業者の割合です。  
・完全失業者とは、仕事を持たず、仕事を探しており、仕事があればすぐ就くことができる者

のことをさします。  
【現金給与総額指数】  
・現金給与総額とは、賃金、手当て、ボーナスなど、労働者が受け取った現金のすべてで、所

得税や社会保険料を支払う前の額です。  
【所定外労働時間指数】  
・いわゆる残業のこと。就業規則などで定められた始業から終業までの時間以外の労働時間。  
【常用雇用指数】  
・有効求人倍率はハローワークを通した求人、求職の希望の数字ですが、常用雇用指数は、実

際に雇われている雇用の実態を映すものです。  
【調査産業計】  
・現金給与総額指数及び常用雇用指数における調査産業計とは、農林漁業を除く全産業。  
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（３） 物価動向  

●緩やかながら上昇傾向  

 
 

消費者物価指数
（総合　対前年同月比）
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出所：総務省「消費者物価指数」・埼玉県「消費者物価指数速報」

％ さいたま市 全国消費者物価指数
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●９月の消費者物価指数（さいたま市 ２００５年＝１００）は１００．６で

前月比▲０．１％と３か月ぶりに低下した。前年同月比は＋０．２％と４か月

ぶりに上昇した。  
●前月比が減少したのは、「教養娯楽」、「交通・通信」などの減少が主な要因

となっている。なお、「被服及び履物」などは上昇した。  
●前年同月比が上昇したのは、「住居」、「食料」などの上昇が主な要因となっ

ている。なお、「教養娯楽」などは減少した。  
 
 消費者物価は、緩やかながら上昇傾向にある。  

【消費者物価指数】  
・消費者物価指数は、世帯の消費構造を固定し、これと同等のものを購入した場合の費用

がどのように変化するかを、基準年を100として指数化したもので、消費者が購入する

財とサービスの価格の平均的な変動を示すものです。  

・デフレとは一般的に消費者物価指数が2年以上持続して低下している状況のことをいい

ます。  

・デフレはモノが安くなるものの、企業所得低下が賃金低下を招くなど不況を深刻化させ

る要因ともなります。  
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（４） 消費  

 ●やや弱い動きがみられるものの、底堅く推移している  

家計消費支出
（関東地方　全世帯）

260

280

300

320

340

360

380

400

2月 5月 8月 11
月 2月 5月 8月 11

月 2月 5月 8月 11
月 2月 5月 8月

出所：総務省統計局「家計調査報告」

千円 家計消費支出
（対前年同月比）
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出所：総務省統計局「家計調査報告」

％ 関東地方 全国

大型小売店販売額
対前年同月比　店舗調整済（既存店）
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出所：経済産業省「商業販売統計速報」

％ 埼玉県 全 国 大型小売店販売額
対前年同月比　店舗調整前（全店）
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出所：経済産業省「商業販売統計速報」

％ 埼玉県 全 国

 

●９月の家計消費支出（関東地方：全世帯）は、２８８，１３６円となり、前年

同月比＋０．６％と３か月連続で前年実績を上回った。  

●９月の大型小売店販売額【店舗調整前（全店）】は、８４３億円となり、前

年同月比＋２．３％と２か月連続で増加した。店舗調整済（既存店）販売額

の前年同月比は▲０．９％と３か月連続で減少した。  
 
● 業態別では、 

百貨店（県内調査対象店舗２１店舗）は、催事や改装効果等により、「身の回り品」

や「飲食料品」に動きがみられたものの、主力の「衣料品」等が不振であった。これ

により、店舗調整前（全店）及び店舗調整済（既存店）とも前年同月比▲０．０％と

ほぼ横ばいとなった。 

スーパー（同２５２店舗）は、主力の「飲食料品」や夏物商材に動きが見られたもの

の、厳しい残暑により衣料品を中心に秋物商材の動きが鈍かった。これにより、店

舗調整前（全店）は前年同月比＋３．２％と２か月連続で前年を上回ったものの、

店舗調整済（既存店）は同▲１．２％と２１か月連続で減少した。 



10 

 

新車登録届出台数
（対前年同月比　乗用＋軽）

-15

-10

-5

0

5

10

15

20

10
月
11
月
12
月

H1
9年
1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10

月

出所：日本自動車販売協会連合会・全国軽自動車協会連合会
埼玉県自動車販売店協会・埼玉県軽自動車協会

％ 埼玉県 全 国新車登録届出台数
（埼玉県　乗用＋軽）
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埼玉県自動車販売店協会・埼玉県軽自動車協会
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●１０月の新車登録・届出台数（普通乗用車＋乗用軽自動車）は、１７，６６５

台となり、前年同月比▲２．４％と１０か月連続で前年実績を下回った。  

新車登録・届出台数は前年同月比で１０か月連続減少している。家計消

費支出は３か月連続で前年実績を上回り、大型小売店販売額はおおむね横ば

いで推移している。  
消費は、やや弱い動きがみられるものの、底堅く推移している。  

【家計消費支出】  
・全国約９千世帯での家計簿記入方式による調査から計算される１世帯当たりの月間

平均支出で、消費動向を消費した側からつかむことができます。  

・家計消費支出は景気動向指数の遅行系列に入っています。  

・核家族化により世帯人数が減少するなど、１世帯当たりの支出は長期的に減少する

傾向があり、その影響を考慮する必要があります。  

【大型小売店販売額】  
・大型百貨店（売場面積が政令都市で3,000㎡以上、その他1,500㎡以上）と大型スー

パー（売場面積1,500㎡以上）における販売額で、消費動向を消費された側から捉え

た業界統計です。  

・専門店やコンビニなどが対象となっていないため、消費の多様化が進むなか、消費

動向全般の判断には注意が必要です。  

・既存店とは、当月及び前年同月とも調査の対象となっている事業所をいい、既存店

販売額は全店販売額に比べ店舗数の増減による影響が取り除かれた指標となって

います。なお、全店販売額は、例えば新店舗開業によって既存店の顧客が奪われて

しまうといったことがあっても、増減が出てこないことから、大型小売店全体の販

売動向を把握するのに活用されます。  
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（５）住宅投資  

●このところ減少している  

新設住宅着工戸数
（対前年同月比）
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出所：国土交通省「建築着工統計調査」

％ 埼玉県 全 国新設住宅着工戸数

3

4

5

6

7

8

2月 5月 8月 11
月 2月 5月 8月 11

月 2月 5月 8月 11
月 2月 5月 8月

出所：国土交通省「建築着工統計調査」

千戸

 

県内新設住宅種別着工戸数
（対前年同月比）
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出所：国土交通省「建築着工統計調査」
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● ９月の新設住宅着工戸数は３，９４４戸となり、前年同月比▲４０．４％と３

か月連続で前年実績を下回った。これは、主として改正建築基準法の施行（６

月２０日）にともなう確認済証交付期限の延長等が大きな要因となっている。

住宅着工は、改正建築基準法施行の影響もあり、このところ減少している。  

●着工戸数を種別でみると、改正建

築基準法施行の影響もあり、持家

（前年同月比▲１５．３％）、貸

家（同▲４７．３％）、分譲（同

▲５３．３％）と３部門とも減少

となり、全体でも前年同月比  

▲４０．４％となった。  

【新設住宅着工戸数】  
・住宅投資は、ＧＤＰのおおむね５％程度にすぎませんが、マンションや家を建てるに

は色々な材料が必要となり、また、建設労働者など多くの人に働いてもらわなければ

なりません。さらには入居する人は電気製品など新たに買換えることが多く、様々な

経済効果を生み出します。  

・政府は景気が悪くなると、金利の引き下げや融資枠の拡大などによる景気対策により、

マンション、持家を購入しやすいように仕向けます。景気対策が本当に効果を表して

いるかを知る上でも、住宅着工は役立ちます。  
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（６） 企業動向  

 ①倒産  
●緩やかな増加傾向  

 

企業倒産件数
（負債１千万以上）
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●１０月の企業倒産件数は４７件となり、前年同月比＋４２．４％と５か月連

続で前年実績を上回った。  
●同負債総額は、４８億６百万円となった。前年同月比でみると、前年１０月に

大型倒産があったということもあり、▲９２．９％と９か月ぶりに前年実績を

下回った。  
 
負債総額は１１か月ぶりに５０億円を下回ったが、倒産件数は５か月連続で前

年実績を上回るなど、緩やかな増加傾向にある。  

 
【企業倒産件数】  
・倒産は景気変動、景気悪化の最終的な悪い結論です。  

・景気が回復し始めても、倒産件数は増え続けます。倒産がまだそれほど増えていない

状態で、景気が大底（最悪期）を迎えていることもあります。  
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②景況感  
○経営者の景況感と今後の景気見通し  
平成１９年９月調査の埼玉県産業労働部「埼玉県四半期経営動向調査」によ

ると、現在の景況感は２期連続で悪化し、今後の見通しは先行き不透明感が強

くなっている。  
 

【現在の景況感】  
自社業界の景気について、「好況である」とみる企業は４．０％、「不況で

ある」が５３．３％で、景況感のＤＩ(「好況である」－「不況である」の企業

割合)は▲４９．３となった。前期(▲４４．８)と比較すると４．５ポイント低

下し、２期連続で悪化した。 
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【今後の景気見通し】  
今後の景気見通しについて、「良い方向に向かう」とみている企業は５．０

％で前期（７．２％）に比べ減少し、「悪い方向に向かう」が２７．２％で前

期（２６．８％）に比べほぼ横ばいだった。しかしながら、「どちらともいえ

ない」とみる企業が６７．８％を占めており、依然として先行き不透明感が強

くなっている。 
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○ 平成１９年７～９月期調査の「財務省 法人企業景気予測調査（埼玉県分）」による

と、景況判断ＢＳＩ（現状判断）を規模別にみると、大企業は「上昇」超幅が拡大し、

中堅企業及び中小企業は「下降」超幅が拡大した。  
 
先行きについては、大企業は「上昇」超で推移する見通し、中堅企業は２０年１～３

月期に「上昇」超に転じ、中小企業は「下降」超で推移する見通しとなっている。  
 

     景況判断ＢＳＩ                        （単位：％ポイント）  

 19年4～6月  

前回調査  

19年7～9月  

現状判断  

19年10～12月  

見通し  

20年1～3月  

見通し  

全規模（全産業）  ▲５．６ ▲７．９ ▲２．１  ▲２．５

大企業  １３．８ １６．７ １３．６  １３．６ 

中堅企業  ▲３．６ ▲１４．０ ▲２．０  ２．０

 中小企業  ▲１６．４ ▲１８．４ ▲１０．４  ▲１２．８

 製造業  ▲１６．５ ▲４．５ ▲５．７  ４．５

 非製造業  ０．６ ▲９．８ ０．０  ▲６．５

                          （回答企業数２４１社）  
 
※ＢＳＩ（ビジネス･サーベイ･インデックス）：増加・減少などの変化方向別回答企業数の構成比から全体の趨勢を判断

するもの。 ＢＳＩ＝（「上昇」等と回答した企業の構成比－「下降」等と回答した企業の構成比）。企業の景況判断

等の強弱感の判断に使用するＤＩと同じ意味合いをもつ。  
 
※ 大 企 業   ： 資 本 金 １ ０ 億 円 以 上  
中 堅 企 業 ： 資 本 金 １ 億 円 以 上 １ ０ 億 円 未 満  

 中 小 企 業 ： 資 本 金 １ 千 万 円 以 上 １ 億 円 未 満  
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③設備投資  
 
○ 平成１９年７～９月期調査の「財務省 法人企業景気予測調査（埼玉県分）」による

と、１９年度上期の設備投資計画額は、全規模・全産業で前年同期比２３．７％の増

加見込みとなっている。  
  これを規模別にみると、大企業、中堅企業は増加見込み、中小企業は減少見込みとな

っている。  
また、製造業は前年同期比２０．３％の増加見込み、非製造業は同２７．５％の増

加見込みとなっている。  
  １９年度下期は、全規模・全産業で同▲１０．８％の減少見通しとなっている。  
  １９年度通期は、全規模・全産業で前年比４．３％の増加見通しとなっている。  
 

     設備投資計画                     （前年同期比増減率：％）  

    

 上期  下期  19年度  

全規模・全産業  ２３．７ ▲１０．８ ４．３

大企業  ３５．１ ▲６．３ １１．８ 

中堅企業  １４．０ ▲２１．１ ▲８．０

 中小企業  ▲７２．２ ▲６２．８ ▲６９．４

 製造業  ２０．３ ▲６．１ ５．５

 非製造業  ２７．５ ▲１６．０ ２．８

                         （回答企業数２４１社）  

 
 
 
 
○ 平成１９年６月調査の日本政策投資銀行「２００６・２００７・２００８年度 設備

投資動向調査」における埼玉県内の２００７年度設備投資計画は、製造業は伸び率が

鈍化するも増加を維持し、非製造業も３年連続で増加することから、全産業で３年連

続の増加となる。（計画額４，２４９億円、対前年度比１３．１％増）。  
   

    埼玉県内設備投資動向                    （単位：億円、％）  

 ２００６年度  

実績  

２００７年度  

計画  

０７年度計画  

伸び率 

０８年度計画  

伸び率 

全産業 ３，７５５ ４，２４９ １３．１ ▲２０．６

製造業 １，６４１ １，７６６ ７．６ ▲２．８ 

非製造業 ２，１１５ ２，４８３ １７．４ ▲２４．９

（回答企業数４４９社）  
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３ 経済情報  

（１）他調査機関の経済関係報告  

関東経済産業局「管内の経済情勢」 《平成１９年９月を中心に》  
                            ２００７年１１月  ９日  

《 管内経済は、緩やかに回復している 》  

  
●ポイント  

 
  
 
 
 
 

 
 
 
 
●経済動向の概況  

  
個人消費は、底堅く推移しているものの、やや弱い動きがみられる。 

  コンビニエンスストア販売額は底堅く推移しているものの、大型小売店販売額及び乗用車登録

台数が前年同月を下回っているほか、景気の現状判断ＤＩが５０を下回るなど、やや弱い動きが

みられる。 

大型小売店販売額は、９月の月平均気温の最高値を更新するほどの厳しい残暑の影響などから

秋物商材（衣料品等）の動きが鈍かったことなどにより、２か月ぶりに前年同月を下回った。百

貨店は、催事や改装効果等により、「身の回り品」や「飲食料品」に動きがみられたものの、主

力の「衣料品」等が不振であったことから、２か月ぶりに前年同月を下回った。スーパーは、主

力の「飲食料品」や夏物商材に動きがみられたものの、厳しい残暑により衣料品を中心に秋物商

材の動きが鈍かったことから、２か月ぶりに前年同月を下回った。コンビニエンスストア販売額

は３か月連続で前年同月を上回った。乗用車新規登録台数（軽乗用車を含む）は、普通乗用車は

前年同月を上回ったものの、小型乗用車及び軽乗用車が前年同月を下回ったことから、全車種で

は９か月連続で前年同月を下回った。実質消費支出（家計調査、全世帯）は７か月連続で前年同

月を上回った。景気の現状判断ＤＩ（景気ウォッチャー調査、家計動向関連）は２か月ぶりの低

下となり、６か月連続で横ばいを示す５０を下回った。景気の先行き判断ＤＩ（家計動向関連）

は前月と同水準となり、４か月連続で５０を下回った。 

（9月大型小売店販売額：既存店前年同月比▲1.7％、百貨店販売額：同▲2.5％、スーパー販売

額：同▲1.0％、9月コンビニエンスストア販売額：全店前年同月比+1.9％、9月乗用車新規登

録台数：前年同月比▲4.6％、9月消費支出（家計調査、全世帯）：前年同月比（実質）+1.8

％） 

 

管内経済は、緩やかに回復している。  
・個人消費は、底堅く推移しているものの、やや弱い動きがみられる。  
・住宅着工は、３か月連続で前年同月を下回り、大幅な減少で推移してい  
る。  

・公共工事は、３か月連続で前年同月を下回り、低調に推移している。  
・雇用情勢は、改善が続いているものの、やや弱い動きとなっている。  
・鉱工業生産活動は、横ばい傾向にある。  
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住宅着工は、３か月連続で前年同月を下回り、大幅な減少で推移している。  

  新設住宅着工戸数は、持家、貸家及び分譲住宅が前年同月を下回ったことから、全体では３か

月連続で前年同月を下回った。主として改正建築基準法の施行（６月２０日）の影響により、前

年同月比で大幅な減少で推移している。  

  （9月新設住宅着工戸数：前年同月比▲47.7％）  

 

公共工事は、３か月連続で前年同月を下回り、低調に推移している。  

  公共工事は、３か月連続で前年同月を下回り、国、地方の予算状況を反映して、引き続き低

調に推移している。  

  （9月公共工事請負金額：前年同月比▲11.0％）  

 
雇用情勢は、改善が続いているものの、やや弱い動きとなっている。  

  雇用情勢は、完全失業率は前年同月を下回るなど改善が続いているものの、有効求人倍率は低

下が続くとともに、新規求人数は減少が続くなどやや弱い動きとなっている。 

有効求人倍率は３か月連続の低下となった。新規求人数は３か月連続の減少となった。事業主

都合離職者数は３か月ぶりに前年同月を下回った。南関東の完全失業率は７か月連続で前年同月

を下回った。 

  （9月有効求人倍率〈季調値〉：1.16倍、9月南関東完全失業率〈原数値〉：3.6％） 

  ※南関東とは、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県。 

 
鉱工業生産は横ばい傾向にある。  

鉱工業生産指数は、精密機械工業が上昇したものの、一般機械工業、情報通信機械工業、輸送

機械工業、化学工業（除．医薬品）等が低下したことから、３か月ぶりの低下となった。総じて

みれば、横ばい傾向にある。  

主要業種の生産動向をみると、電子部品・デバイス工業はアクティブ型液晶素子等が低下した

ものの、コネクタ等の増加により好調に推移している。一般機械工業は半導体製造装置等の減少

により弱い動きとなっている。輸送機械工業は駆動伝導・操縦装置部品等が低下したものの、引

き続き高水準で推移している。鉄鋼業は引き続き高水準で推移している。情報通信機械工業は携

帯電話等の減少により弱い動きとなっている。  

なお、全国の製造工業生産予測調査によると、１０月は上昇、１１月は低下を予測している。

（9月鉱工業生産指数：前月比▲5.4%、出荷指数：同▲5.5%、在庫指数：同▲1.8％）  
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財務省関東財務局～「最近の埼玉県の経済情勢」２００７年１１月  
                             
（総括判断）  

緩やかに回復している。  

 
（今回のポイント）  
 個人消費は持ち直しの動きが続いているものの、住宅建設は弱い動きとなっている。 

企業の設備投資は増加見通しとなっている。 

製造業の生産は堅調に推移しており、企業収益は増益見通しとなっている。 

雇用情勢は改善している。 

 

（具体的な特徴等） 

個別項目 今回の判断 主な特徴 

個人消費 
持ち直しの動きが続

いている。 

大型小売店販売額（店舗調整後）をみると、スーパー

販売額は引き続き前年を下回っている一方、百貨店販売

額は大きな振れはあるものの均してみると概ね堅調に推

移しており、総じてみれば緩やかながらも持ち直しの動

きが続いている。なお、店舗調整前の大型小売店販売額

は、概ね堅調に推移している。 

コンビニエンスストア販売額は、堅調に推移している。

乗用車の新車登録届出台数は、普通車はこのところ前

年を上回っているものの、小型車、軽乗用車が引き続き

前年を下回っていることから、全体としては弱い動きと

なっている。 

さいたま市の家計消費支出は、前年を下回っている。

住宅建設 
弱い動きとなってい

る。 

 新設住宅着工戸数をみると、持家、貸家、分譲住宅と

もに前年を下回っている。 

設備投資 
19年度は増加見通し

となっている。 

法人企業景気予測調査（19年7～9月期調査）で19年度

の設備投資計画をみると、製造業では前年比5.5%の増加

見通し、非製造業では同2.8%の増加見通しとなっており、

全産業では同4.3%の増加見通しとなっている。 

生産活動 堅調に推移している。 
 電気機械は概ね横ばいで推移しており、輸送機械は一

時的な減産があったものの、再び増産に転じている。化

学、一般機械は大きく水準を上げている。 

企業収益 
19年度は増益見通し

となっている。 

法人企業景気予測調査（19年7～9月期調査）で19年度

の経常損益（除く金融・保険、電気・ガス・水道）をみ

ると、製造業では前年比3.1%の増益見通し、非製造業で

は同17.6%の増益見通しとなっており、全産業では同9.3%

の増益見通しとなっている。 

企業の景

況感 

大企業は「上昇」超幅

が拡大、中堅企業及び

中小企業は「下降」超

幅が拡大。 

法人企業景気予測調査（19年7～9月期調査）の景況判

断ＢＳＩでみると、大企業は「上昇」超幅が拡大し、中

堅企業及び中小企業は「下降」超幅が拡大した。 

 

雇用情勢 改善している。 
 完全失業率は、前年を下回って推移している。 

有効求人倍率は、概ね横ばいで推移している。 

新規求人数は、減少している。  
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財務省関東財務局～「管内経済情勢報告」２００７年１１月  
                        

（総括判断）  

緩やかに回復している。  

 
（総論）  
最近の管内経済情勢をみると、個人消費は緩やかに回復しているものの、住宅建設は

前年を下回っている。 

企業の設備投資は増加見通しとなっており、輸出は前年を上回っている。 

こうした需要動向のもと、製造業の生産は堅調に推移しており、企業収益は増益見通

しとなっている。 

雇用情勢は改善している。 

このように管内経済は緩やかに回復している。 

なお、先行きについては、世界経済や原油価格の動向等を注視していく必要がある。
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（２）経済関係日誌（１０／２７～１１／２２）（日本経済新聞等の記事を要約） 

◎ 政治経済・産業動向  
１０／３１ 地方版再生機構、資本金規模３００億円に【日本経済新聞社】  
政府が地方の中堅企業や第三ｾｸﾀｰの支援を目的に創設を検討している「地域力再生機構」(仮称)の概要が
明らかになった。資本金規模は300億円で、国・地方自治体・銀行業界が100億円ずつ出資する。官民が一
体となり、景気回復が遅れる地域経済の再生に取り組む。  
 
１１／１  日本の世界競争力、８位に後退【世界経済フォーラム報告】  
世界経済ﾌｫｰﾗﾑが31日発表した「2007年版世界競争力報告」で、日本の総合順位は昨年の5位から8位に後退
した。巨額の政府債務や銀行の経営健全性に対する懸念が重荷になっていることに加え、技術革新でも米
国などに後れをとっているとの評価が響いた。  
 
１１／１  来年度２．１％成長予想 今年度は１．８％に下方修正【日銀展望リポート】  
日銀は31日、日本経済の見通しを示す「経済・物価情勢の展望(展望ﾘﾎﾟｰﾄ)」を公表した。2007年度の実質
経済成長率は1.8%と今年4月予想の2.1%より下振れするが、08年度は2.1%に回復すると予測。下落が続く消
費者物価も次第に上昇すると見ている。  
 
１１／９  ２００７年の「男女平等指数」 日本、９１位に後退【世界経済フォーラム】  
世界経済ﾌｫｰﾗﾑは8日、各国の男女平等の度合を指標化した2007年の「ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ・ｷﾞｬｯﾌﾟ指数」を発表した。
日本は総合順位で91位と、昨年の80位からさらに後退。雇用機会や所得水準、国政への参加率といった項
目で男女の格差が大きいという評価に加え、調査対象を昨年の115か国から128か国に広げたことが響いた。
 
１１／１０ 県内タクシー初乗り７１０円に ～１２年ぶり値上げ～  
埼玉県内のほぼ全域で12月10日からﾀｸｼｰ運賃が上がる。普通車(中小型車)で2㌔までの初乗り運賃は50円上
がって710円となり、加算運賃も80円から90円に変わる。食品やｶﾞｿﾘﾝなどの値上げが相次ぐなか、ﾀｸｼｰ値
上げは歳末の消費者の懐を直撃しそうだ。  
 
１１／１０ 上場企業、９月中間決算 経常益１１％増【日本経済新聞社】  
日本経済新聞社が9日発表分までの2007年9月中間決算を集計したところ連結経常利益は前年同期と比べ
11.8%増と2ｹﾀの増益になった。高い経済成長が続く新興国に事業の足場を持つ自動車や建設機械、海運、
商社などが、為替の円安もあって業績を拡大した。  
 
１１／１３ ７－９月、実質ＧＤＰ 年率２．６％増【内閣府】  
内閣府が13日発表した2007年7-9月期の国内総生産(GDP)速報値は物価変動の影響を除く実質で前期比0.6%
増、年率換算で2.6%増と2・四半期  ぶりのﾌﾟﾗｽ成長となった。輸出がｱｼﾞｱ向けを中心に好調で、外需が成
長率を大きく押し上げた。  
 
１１／１４ 就職内定率 上昇続く【厚生労働省・文部科学省】  
来春卒業予定の大学生の就職内定率は10月1日時点で69.2%で、前年同期を1.1ﾎﾟｲﾝﾄ上回ることが13日、厚生
労働省と文部科学省の調査で分かった。高校生の内定率は9月末時点で、1.3ﾎﾟｲﾝﾄｱｯﾌﾟの49.7%だった。大学
生の内定率は4年連続、高校生は5年連続の上昇となった。  
 
１１／１８ 地域とのつながり「弱い」５２％【内閣府意識調査】  
内閣府が発表した少子化対策に関連する家族・地域のきずなに関する意識調査で、自分と地域の人たちの
つながりが「弱い方だと思う」と答えた人が「どちらかといえば」も含め計52.5%と過半数に上った。地域
社会との交流が希薄になっている実態をうかがわせる結果となった。  
 
１１／１８ 世界の大学２００、日本から１１校【英国の大学情報誌・大学就職情報会社】  
英国の国際的な大学情報誌THESと大学就職情報会社QS社は、約5千人の大学関係者の相互評価などに基づ
く今年の国際大学ﾗﾝｷﾝｸﾞを発表し、上位200校に日本の大学が11校入った。日本では東大の17位がﾄｯﾌﾟ。旧
帝大が多く、私立は慶応と早稲田の2校のみだった。  
 
１１／２１ 障害者雇用率 過去最高の１．５５％【厚生労働省】  
全国の民間企業で働く障害者が今年6月1日現在、初めて30万人を突破し、雇用率も1.55%で過去最高となっ
たことが20日、厚生労働省の調査で分かった。法定雇用率(1.8%)を達成した企業の割合は前年比0.4ﾎﾟｲﾝﾄ
増の43.8%だった。  
 
１１／２２ ７５歳以上、１割に（１１月１日現在、国内総人口）【総務省】  
総務省が21日発表した11月1日現在の推計人口(概算値)によると、国内の総人口に占める75歳以上の高齢者
の割合が10.0%となり、1950年の調査開始以来、初めて1割を突破した。50年は1.3%だったが、その後はほ
ぼ一貫して上昇。91年に5.0%となっていた。  
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◎ 市場動向  

１１／２  日経平均株価、続伸 １万６８００円台 
東証では日経平均株価が続伸。1日の終値は1万6870円40銭となった。米連邦準備理事会(FRB)の追加利下
げを受けて米国株式相場が反発した流れを引き継ぎ、自動車、ﾊｲﾃｸなど国際優良株に買いが先行した。  
 
１１／２  円相場続落、１ドル＝１１５円台  
円相場は続落。1日の終値は前日比79銭円安・ﾄﾞﾙ高となる1ﾄﾞﾙ=115円55銭となった。前日に米連邦準備理
事会(FRB)が政策金利の引き下げを決定。しかし、早期の追加利下げ観測がやや後退し、円売り・ﾄﾞﾙ買い
が優勢となった。  
 
１１／２  長期金利、一時１．６７％に上昇  
1日の債券市場で長期金利の代表的な指標である新発10年物国債利回りが、一時前日比0.070%高い1.670%
に上昇(価格は下落)した。10月17日以来の水準。前日の米連邦準備理事会(FRB)の声明を受けて米国で利
下げ打ち止め観測が広がり、米国債相場が下落した流れを引き継いだ。  
 
１１／３  日経平均株価、３日ぶりに反落 １万６５００円台  
東証では日経平均株価が3日ぶりに反落。2日の終値は1万6517円48銭となった。前日の米国株安を受け、
朝方から大型株を中心に売りが優勢。金融株に加え輸出関連株に利益確定売りが膨らみ、下げ幅は一時400
円弱に広がった。  
 
１１／３  長期金利が乱高下、１．６％割れ  
2日の債券市場で長期金利の代表的な指標である新発10年物国債利回りが、前日比0.075%低い1.590%で取
引を終えた。前日には、その前の日の1.6%から1.665%に跳ねたばかり。米金利の急低下を受けたもので、
当面は海外市場の混乱を映した不安定な動きが続きそうだ。  
 
１１／８  円相場大幅反発、１ドル＝１１３円台  
円相場は大幅に反発。7日の終値は前日比77銭円高・ﾄﾞﾙ安の1ﾄﾞﾙ=113円90銭となった。前日の米株上昇を
受け円売り・ﾄﾞﾙ買いが先行。しかし、米国の信用力の低い個人向け住宅融資問題を発端とした米景気の
先行き懸念が根強く、その後ﾄﾞﾙ売りが加速した。  
 
１１／１３ 日経平均株価、７日続落 １万５１００円台  
東証では日経平均株価が7日間続落。12日の終値は1万5197円09銭となった。米国発のｻﾌﾞﾌﾟﾗｲﾑﾛｰﾝ問題が
不透明感を増すなか、先週末の米国株の大幅安や急激な円高を嫌気して先物に売りが先行。午後には一時、
場中では約1年3か月ぶりに1万5000円台を割り込んだ。  
 
１１／１３ 円相場急伸、１ドル＝１１０円台  
円相場は急伸。12日の終値は前日比2円33銭円高・ﾄﾞﾙ安の1ﾄﾞﾙ=110円32銭となった。日経平均株価をはじ
めｱｼﾞｱ株が大幅に下落したため投資家のﾘｽｸ許容度が低下。ﾍｯｼﾞﾌｧﾝﾄﾞなどが円売りに傾けていた持ち高を
解消する動きを強めた。  
 
１１／１４ 長期金利、１．４９０％に低下  
13日の債券市場で長期金利の代表的な指標である新発10年物国債利回りが、前日比0.025%低い1.490%まで
低下(価格は上昇)した。1日に付けた1.670%から、低下幅は約2週間で0.18%に達した。債券の買い手は短
期的な値上がり益を狙った国内外の投機筋が中心とみられる。  
 
１１／１５ 日経平均株価、９日ぶりに急反発 １万５４００円台  
東証では日経平均株価が9日ぶりに急反発。14日の終値は1万5499円56銭となった。前日の米株式相場の上
昇などで買い安心感が広がり、幅広い銘柄が買われた。前日までの続落で日経平均は、ほぼ1割下落し割
安感が強まっていただけに下値を買う動きが活発になった。  
 
１１／１５ 円相場反落、１ドル＝１１１円台  
円相場は反落。14日の終値は前日比1円28銭円安・ﾄﾞﾙ高の1ﾄﾞﾙ=111円37銭となった。前日の米株式相場の
上昇を受け、円売り・ﾄﾞﾙ買いが先行した。  
 
１１／１５ 長期金利、１．５１５％に上昇  
14日の債券市場で長期金利の代表的な指標である新発10年物国債利回りが、前日比0.025%高い1.515%まで
上昇した。6営業日ぶりの上昇。前日の米国債安や堅調な株式相場を受けて売りが優勢だった。  
 
１１／１７ 円相場大幅反発、１ドル＝１１０円台  
円相場は大幅に反発。16日の終値は前日比1円31銭円高・ﾄﾞﾙ安の1ﾄﾞﾙ=110円08銭となった。前日の海外市
場の流れを引き継ぎ円買い・ﾄﾞﾙ売りが先行した。  
 
１１／２０ 日経平均株価、３日続落 １万５０００円台  
東証では日経平均株価が3日間続落。19日の終値は1万5042円56銭と年初来安値を更新した。前週末の米株
式相場の上昇を背景に朝方は買い先行で始まったが、国内勢が見送り姿勢を決め込む中で上値の重さを嫌
った海外勢の売りが先物に集中した。  
 
１１／２０ 長期金利、一時１．４６％に低下  
19日の債券市場では、新発10年物国債利回りが、一時前週末比0.010%低い1.460%に低下した。約1年10か
月ぶりの低水準を付けた先週末に並んだ。株式相場が軟調だったほか、米住宅ﾛｰﾝ問題の深刻化懸念から、
株式や外債から安全資産の国債に乗り換える動きがみられた。  
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◎ 景気・ 経済指標関連  
１０／３０ ９月、消費支出 ３．２％増 ～残暑で食料向け増える～【総務省】  
総務省が30日発表した9月の2人以上の世帯の家計調査によると、1世帯あたりの消費支出は281,448円だっ
た。物価変動の影響を除いた実質で前年同期比3.2%増え、2か月連続のﾌﾟﾗｽ。厳しい残暑を背景に食料など
の支出が増えた。総務省は「消費は上向きにある」とみている。  
 
１０／３０ ９月、失業率 ４．０％に悪化 ～女性の雇用減が要因～【総務省】  
総務省が30日発表した9月の完全失業率(季節調整値)は4.0%となり前月比0.2ﾎﾟｲﾝﾄ悪化した。失業率の悪化
は2か月連続で、4%台は3月以来6か月ぶり。雇い主側都合による女性の失業が増えたことが要因。  
 
１１／１  ９月、住宅着工 ４４％減 ～建築確認、混乱続く～【国土交通省】  
国土交通省が31日発表した9月の新設住宅着工戸数は63,018戸で前年同月に比べ44.0%減り、過去最大の減
少率となった。耐震偽装の再発防止のため建築確認審査を厳しくした影響で、現場で混乱が続いているの
が主因。  
 
１１／３  ７－９月期、地域経済情勢報告 九州・北陸「一部に弱い動き」【財務省】  
財務省は2日の全国財務局長会議で、7-9月期の地域経済情勢報告をまとめた。全体としては15・四半期連
続で「緩やかな回復が続いている」との総括判断を維持。11の全ﾌﾞﾛｯｸが基調判断を据え置いたが、九州と
北陸は「一部に弱い動きがみられる」との表現をつけ加えた。  
 
１１／７  ９月の景気一致指数（速報値） ６か月連続５０％超【内閣府】  
内閣府が6日発表した9月の景気動向指数(速報値)は、景気の現状を示す一致指数が66.7%となり、6か月連
続で景気判断の分かれ目となる50%を上回った。内閣府は景気動向指数の基調判断を「改善を示す水準」
と据え置いた。  
 
１１／８  ７－９月期、機械受注 ２．５％増【内閣府】  
内閣府が8日発表した7-9月期の機械受注統計によると、設備投資の先行指標となる「船舶・電力を除く民
需」は3兆1197億円と前期比2.5%増えた。9月単月では前月比7.6%減だったが、四半期としては3・四半期
ぶりの増加に転じた。設備投資は先行きも底堅く推移する見通し。  
 
１１／９  １０月、街角景気 ７か月連続で低下【内閣府】  
内閣府が8日発表した10月の景気ｳｵｯﾁｬｰ調査によると、街角の景況感を示す現状判断指数は41.5と前月比で
1.4ﾎﾟｲﾝﾄ下がった。低下は7か月連続。建築着工の遅れの影響が広範囲にみられ、内閣府は基調判断を「景
気回復に引き続き弱い動きがみられる」と3か月ぶりに下方修正した。  
 
１１／１０ ９月、鉱工業生産 １．４％低下【経済産業省】  
経済産業省が9日発表した9月の鉱工業生産指数の確報値は速報値と変わらず、前月比1.4%ﾏｲﾅｽの110.3とな
り、2か月ぶりに低下した。半導体製造装置などの一般機械や、乗用車を中心とする輸送機械が数字を押し
下げた。  
 
１１／１２ ２００７年度上半期国際収支、経常黒字３４％増【財務省】  
財務省が12日発表した2007年度上半期(4-9月)の国際収支速報によると、海外とのﾓﾉやｻｰﾋﾞｽなどの総合的
な取引状況を示す経常収支の黒字は12兆4241億円となり、前年同期に比べ34.1%増えた。比較可能な1985
年度以降でみて、半期としては過去最高。  
 
１１／１２ １０月、企業物価 ２．４％上昇【日銀】  
日銀が12日発表した10月の国内企業物価指数(2000年=100、速報値)は103.9となり、前年同月比で2.4%上昇
した。原油関連を筆頭に原材料の高騰を受けて44か月連続で上昇し、上昇幅は6月以来の大きさとなった。
指数としては1997年5月以来の高い水準。  
 
１１／１３ １０月、倒産件数 ７か月連続増 ～建設業は今年最多～【東京商工リサーチ】  
東京商工ﾘｻｰﾁが発表した全国企業倒産状況によると、10月の倒産件数は1260件と前年同月に比べ8.0%増加
した。7か月連続の増加で、10月としては4年ぶりに1200件を上回った。改正建築基準法の施行に伴う住宅
着工の減少が響き、建設業の倒産は390件と今年最多となった。  
 
１１／１３ １０月、消費動向調査 「物価上昇」７６％予想【内閣府】  
内閣府が12日発表した10月の消費動向調査によると、消費者心理を示す消費者態度指数は42.8となり、前
月比で1.3ﾎﾟｲﾝﾄ下がった。ｶﾞｿﾘﾝ価格が高騰し、1年後に物価が上昇すると考える世帯が76%とこれまでで最
も多くなるなど、物価上昇の懸念が消費に後ろ向きな態度につながった。  
 
１１／１７ ９月、現金給与総額 ０．６％減【厚生労働省】  
厚生労働省が16日発表した9月の毎月勤労統計調査で、すべての給与を合わせた1人当たりの平均の現金給
与総額は前年同月比0.6%減の273,008円となった。2か月ぶりの減少で、速報段階の0.5%減から0.1ﾎﾟｲﾝﾄの
下方修正。  
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◎ 地域動向  
１０／３１ ９月、県有効求人倍率 ６か月連続で１倍台【埼玉労働局】 
埼玉労働局が 30日発表した 9月の有効求人倍率(季節調整値)は 1.03倍と前の月を 0.01 ﾎﾟｲﾝﾄ下回ったもの
の、6 か月連続で 1 倍台を超えた。雇用情勢の改善は続いている。  
 
１０／３１ ８月、県内鉱工業生産 ４．４％上昇【埼玉県】  
埼玉県が 30 日まとめた 8 月の県内鉱工業指数によると、生産指数は 100.5 で前の月を 4.4%上回った。上昇
は 2 か月連続。19 業種のうち、化学や輸送機械工業など 11 業種が上昇し、電気機械や一般機械工業など 8
業種が低下した。  
 
１１／１  さいたま新都心第８－１Ａ街区 三菱地所連合が開発  
さいたま新都心第８－１Ａ街区の開発事業者が三菱地所連合に決まった。事業者に内定した三菱地所は「整
備が進んだ新都心で唯一残された一等地」などと開発のﾒﾘｯﾄを説明する。170 ㍍のﾋﾞﾙは、同じ地域の明治
安田生命保険のﾗﾝﾄﾞ・ｱｸｼｽ・ﾀﾜｰ(168 ㍍)を抜き、延べ床面積も 128 千平方㍍と最大規模。ﾌｯﾄｻﾙ場やｻｯｶｰﾐ
ｭｰｼﾞｱﾑ、商業施設も建設する方針だ。  
 
１１／２  埼玉高速鉄道、新中期経営計画策定 ～補助金除き  償却前黒字～  
埼玉県の第三ｾｸﾀｰ、埼玉高速鉄道は今年度から 2009 年度まで 3 か年の新中期経営計画を策定した。昨年度
には償却前利益で 2 億 7 百万円を確保、前の中期経営計画の目標だった償却前黒字化を 1 年前倒しで達成
した。沿線人口の増加を生かしながら駅の構内営業の充実などを進める。  
 
１１／３  １１月、県内経済「緩やかに回復」【関東財務局】  
関東財務局は 2 日、11 月時点の埼玉県内の経済情勢を発表し、「緩やかに回復している」との総括判断を
示した。7 月調査の「やや弱い動きがみられる」という表現はなくなった。県南部を中心に個人消費が順
調で製造業の生産活動も回復。住宅着工の低迷を懸念する声もあるが、県内景気は底堅さを増していると
いう。  
 
１１／７  県内中小景況、下期４．１ポイント上昇【中小公庫調べ】  
中小企業金融公庫さいたま支店がまとめた県内中小企業の景況調査によると、2007 年度下期の利益 DI は
ﾌﾟﾗｽ 16.5 と、前年同期比で 4.1 ﾎﾟｲﾝﾄ上昇する見通しだ。年末年始に物流業務の需要が増えるとの見方から、
流通業者を中心に収益環境の改善を見込んでいる。  
 
１１／８  １－１０月、県内倒産数 ２か月を残して前年上回る【東京商工リサーチ】  
東京商工ﾘｻｰﾁ埼玉支店がまとめた 1-10 月の埼玉県内の企業倒産件数は 418 件となり、2 か月を残して前年
実績(399 件)を上回った。ｶﾞｿﾘﾝなど原材料価格の上昇を販売価格に転嫁できない中小企業が増えている。
10 月単月の倒産件数は 47 件(前年同月比 42%増)、同負債総額は 48 億 6 百万円(前年同月比 93%減)となっ
た。  
 
１１／１０ 県５年物ミニ公募債、利回り１．２％  
埼玉県は 9 日、12 月 3 日に発行する 5 年物ﾐﾆ公募債「彩の国みらい債」の利回りが年 1.20%になると発表
した。新発 5 年物国債の平均利回りを 0.122%上回った。県内の銀行や証券会社を通じて、12 日から 20 日
まで販売する。発行金額は 100 億円で道路整備などに充てる。  
 
１１／１０ ９月、管内経済 １５か月連続「緩やか回復」【関東経済産業局】  
関東経産局は 9 日、9 月の管内(静岡を含む関東甲信越 11 都県)の経済動向を発表した。景気全体の基調は
15 か月連続で「緩やかに回復している」と判断した。ただ、住宅着工が 3 か月連続で前年水準を大幅に割
り込むなど、一部でやや弱い動きも出ている。  
 
１１／１４ 県の企業誘致、１０月は４件立地  
埼玉県は 2007 年度から始めた新しい企業誘致戦略「ﾁｬﾝｽﾒｰｶｰ埼玉戦略～立地するなら埼玉へ～」の 10 月
分の誘致実績をまとめた。4 件の立地に成功し、業種は製造業が 2 件、流通加工業と外資系企業がそれぞ
れ 1 件だった。これで 4 月からの累計立地件数は 37 件となった。  
 
１１／１５ ９月、消費者物価指数 ０．１％下落  
埼玉県がまとめたさいたま市の2007年9月の消費者物価指数は価格変動の大きい生鮮食品を除く総合で
100.3となり前の月に比べて0.1%下落した。下落は2月以来7か月ぶり。教養娯楽や交通・通信で下落が目立
った一方、秋冬物の商品が出始めた衣料で上昇した。  
 
１１／１６ 春日部市 特例市に【総務省】  
総務省は 15 日、盛岡市、千葉県柏市、兵庫県西宮市、福岡県久留米市を中核市に、埼玉県春日部市を特例
市に指定する政令案を決めた。16 日の閣議で決定し、2008 年 4 月 1 日から移行する。都市計画や環境保全
などの権限の一部が都道府県から移る。  
 
１１／１６ 県、大阪で誘致策ＰＲ ～関西企業に、交通網の充実強調～  
埼玉県は 15 日、大阪市内のﾎﾃﾙで企業立地説明会を開いた。県からは岡島敦子副知事らが出席。集まった
関西に本社を置く企業や銀行関係者ら約 80 人を前に埼玉に立地する利点や県の誘致施策などをＰＲした。
 
１１／２１ ２００５年度  県内名目成長率 １．５％ ～輸送用機械が好調～  
埼玉県がまとめた 2005 年度の県民経済計算によると、県内総生産（名目）は 20 兆 6509 億円となった。成
長率は前の年度比 0.6 ﾎﾟｲﾝﾄ低下の 1.5%。輸送用機械やﾊﾟﾙﾌﾟ・紙が好調で 3 年連続のﾌﾟﾗｽを維持した。建
設業などは苦戦した。  
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（３）今月のトピック  
●埼玉県下企業倒産状況  
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  【ポイント】  
  （倒産件数）  

・（昭和51年以降）平成10年の784件が最大となっている。  
・平成13年から平成18年まで６年連続で前年比減少している。  
（但し、平成19年は、10月までの10か月で前年実績を既に上回っている。）  

 
  （負債総額）  
   ・（昭和51年以降）平成15年の4370億8百万円が最大となっている。  

・平成18年は３年ぶりに前年実績を上回った。  
 

  【（株）東京商工リサーチ埼玉支店の倒産情報を参考に作成】

 
 
 
～～内容について、ご意見等お寄せください。～～  

 発行 平成１９年１１月３０日  
 作成 埼玉県総合政策部 計画調整課  
        政策調整担当   安藤・渡辺  
       電話  ０４８－８３０－２１４３  
       Email  a2103-01@pref.saitama.lg.jp 

 


